
 

基 準 主な要求内容 

【特定重大事故等対処施設※】：意図的な航空機衝突などのテロの場合に 

使用できる特定重大事故等対処施設の整備 

【緊急時対策所】：重大事故等に対処する設備等の整備 

【拡散抑制】：格納容器破損時等の放射性物質拡散の抑制 
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ど 【水・電源】：サポート機能の確保（水源、電源） 

【冷却･減圧】：格納容器内圧力、温度及び放射性物質の低減 
：格納容器の過圧破損防止 

【溶融炉心冷却】：格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 
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【水素爆発】：格納容器内の水素爆発防止 

【停止対策】：通常操作による原子炉停止失敗の場合の対策 
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【冷却･減圧】：原子炉冷却機能喪失時の対策 
：原子炉減圧機能喪失時の対策 
：最終ヒートシンク（最終的な熱の逃がし場）確保 

【溢  水】：溢水により安全機能を損なわないこと（新設） 

【自然現象】：火山、竜巻、森林火災等を追加 

【火  災】：火災防護対策の強化・徹底 
 

【電  源】：外部電源の強化（複数回線で異なる変電所等に接続） 
：非常用ディーゼル発電機の連続運転（７日間） 

【基準津波】：施設に最も大きな影響を与える津波を「基準津波」として策定
：防潮堤等の津波防護施設等（耐震Ｓクラス）設置 
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【活断層】 ：重要な安全機能を有する施設は、活動性のある断層等の
露頭が無い地盤に設置 

：後期更新世以降（約12～13万年前以降）の活動が否定で
きないものとし、必要な場合は中期更新世以降（約 40
万年前以降）まで遡って活動性を評価 
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＜従来の安全基準＞ 

耐震・耐津波性能 

その他の設備の性能 

電源の信頼性 

火災に対する考慮 

自然現象に対する考慮 

炉心損傷に至らない状態を想定 
した設計上の基準（設計基準） 
（単一の機器の故障のみを想定等） 

＜新規制基準＞ 
（
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[平成２５年７月３日原子力規制委員会公表資料を用いて作成] 

原 子力規制委員会の新規制基準の概要と主な要求内容 

１．新規制基準の概要 ２．主な要求内容 

アクシデントマネジメント策として

自主保安の観点で対策を実施 

格納容器破損防止対策 

耐震・耐津波性能 

その他の設備の性能 

電源の信頼性 

火災に対する考慮 

自然現象に対する考慮 

（火山・竜巻・森林火災を新設） 

 

炉心損傷防止対策 

（複数の機器の故障を想定） 

放射性物質の拡散抑制 

意図的な航空機衝突への対応 

内部溢水に対する考慮（新設） 

※特定重大事故等対処施設 
本体施設等により必要な機能は全て満たした上で、信頼性向上のためのバックアップ対策として、

本体施設の工事計画認可から５年以内の設置を要求 
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